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個人情報保護規程	

	

(目	 的)	

第 1 条	 この規程は、公益社団法人福岡県作業療法協会（以下、本協会）の事業遂行上取り

扱う個人情報を適切に保護するために必要な基本的事項を定める。	

	

(用語の定義)	

第 2 条	 この規程において使用する用語の定義は、以下のとおりとする。	

(1)個人情報	

「個人情報」とは個人を特定することができる情報のすべてをいう。	

(2)役員	

「役員」とは、代表理事、業務執行理事、理事、監事とする。	

(3)会員	

「会員」とは、本協会入会に対し理事会の承認を受け、当該年度の会費を納めた者とする。	

(4)職員	

「職員」とは、本協会の業務に従事する者で、本協会の職員として採用した者をいう。	

(5)開示	

「開示」とは、会員(本人)に対して、本協会の保有する本人に関する情報を確認するために、	

本人等からの請求に応じて、情報の内容を書面等で示すことをいう。	

(6)情報主体	

「情報主体」とは、一定の情報により特定される個人のことをいう。	

	

(適用範囲)	

第 3 条	 この規程は、本協会の役員・会員・職員に対して適用する。	

	

(個人情報保護方針の策定)	

第 4 条	 代表理事は、個人情報の保護・管理に対する姿勢を示し、役員及び職員に周知させ

るとともに、一般に公開するために個人情報保護方針を策定しなければならない。方針に含

む基本事項は以下の内容とする。	

(1)個人情報の収集、利用及び提供に関する事項	

(2)開示、訂正請求等に関する事項	

(3)個人情報への不正アクセス、個人情報の改ざん、破壊、漏洩および個人情報の紛失等の防

止に関する事項	

(4)個人情報に関する法令及びその他の規範の遵守に関する事項	

(5)個人情報の保礎・管理に係る措置の継続的改善に関する事項	
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(個人情報保護方針の周知)	

第 5 条	 代表理事は、本協会の策定した個人情報保護方針を役員及び会員へ周知させる。	

	

(個人情報保護方針の見直し)	

第 6 条	 個人情報保護方針の一般への公開は、本協会の会報、ホームページ等による。	

	

(個人情報保護方針の見直し)	

第 7 条	 代表理事は個人情報保護方針を必要に応じ適宜見直さなければならない。	

	

(管理体制)	

第 8 条	 代表理事は個人情報の保護・管理を適切に実施するために、個人情報保護責任者、

総括個人情報管理者、各部署個人情報取扱責任者及び監査責任者を設置する。それぞれの役

割、責任及び権限は以下のとおりとする。	

(1)個人情報保護責任者	

個人情報保護責任者は業務執行理事が就任し、本協会の個人情報保護に関する責任者として

個人情報保護活動に当たる。	

(2)総括個人情報管理者	

総括個人情報管理者は事務局長が就任し、個人情報保護責任者を補佐するとともに、各部・

各委員会・各ブロックの個人情報取扱責任者を指揮する。	

(3)各部署個人情報取扱責任者	

各部・各委員会における個人情報取扱責任者は各部長・各委員長・各ブロック担当理事が就

任し、各部・各委員会・各ブロックで定める細則等に従い、個人情報を適切に運用する。	

(4)監査責任者。	

監査責任者は監事が就任し、定期的に内部監査を実施するとともに、その結果を代表理事に

報告する。	

	

(情報収集の原則)	

第 9 条	 個人情報の収集は、本協会が行う事業の範囲内で利用目的を明確に定め、その目的

達成に必要な限度においてのみ行わなければならない。	

	

(収集方法の制限)	

第 10 条	 個人情報の収集は、適法且つ公正な手段で行わなければならない。	

	

(個人情報の利用)	
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第 11 条	 個人情報の利用にあたり、基本事項を以下に定める。	

(1)利用及び提供の原則	

個人情報の利用及び提供は、情報主体が同意を与えた利用目的の範囲内で行うものとする。

但し、生命、身体、財産の保護のために必要な場合、情報主体の同意を得ることが困難であ

るとき等法令の定めによる場合は、情報主体の同意なく利用及び提供することができる。	

(2)目的の範囲外の利用及び提供個人情報の利用及び提供を行う場合は、前項但し書きによる

場合を除き、事前に情報主体の同意確認を確実に実施しなければならない。	

(3)情報の共同利用	

日本作業療法士協会及び各都道府県作業療法士会における個人情報の共同利用に関し、別途

規程する覚書を締結しなければならない。	

	

(個人情報の適正管理)	

第 12 条	 個人情報の適正管理にあたり、基本事項を以下に定める。	

(1)正確性の確保	

個人情報は利用目的に応じ必要な範囲内において、正確且つ最新の内容に保つよう努めなけ

ればならない。	

(2)安全性の確保	

取得した個人情報に関するリスク(個人情報への不正アクセス、個人情報の改ざん、破壊、漏

洩及び個人情報の紛失等)に対して、合理的な安全対策を講じられなければならない。	

(3)委託先管理	

本協会が業務を委託するために個人情報を外部へ預託する場合、個人情報保護が損なわれる

ことのないよう秘密保持契約の締結等の適切な措置がとられなければならない。	

	

(個人情報に関する情報主体の開示・訂正請求等に関する権利)	

第 13 条	 情報主体から自己の情報について開示を求められた場合は、合理的な期間内に速や

かに対応しなければならない。開示の結果、誤った情報があり、訂正又は削除を求められた

場合は、原則として合理的な期間内に速やかに対応し、当該個人情報の受領者に対して通知

を行わなければならない。	

	

(教育・訓練の実施)	

第 14 条	 個人情報保護責任者は、役員及び職員に対し、教育資料に基づき継続的且つ定期的

に教育・訓練を行う。	

	

(消去・廃棄の手続)	

第 15 条	 個人情報の消去及び廃棄は、具体的な権限を与えられた者のみが、外部流出等の危



 4 

険を防止するために必要且つ適切な方法により、業務の遂行上必要な限りにおいてなし得る

ものとする。	

	

(苦情及び相談)	

第 16 条	 本協会は、個人情報の取扱に関する苦情及び相談窓口を設置し、苦情等の適正且つ

迅速な処理に努める。	

	

(規程の変更・見直し)	

第 17 条	 社会情勢や情報主体の意識の変化、施行状況等を考慮し、本規程等を見直すものと

する。尚、この規程は理事会の決議がなければ変更できない。	

	

附則	

1.この規程は、令和	 元年	 ６月	 ９日から施行する。	


